
様式２－２

H29 ～ R3

80% （R3） 76% （H27）

（　　　）

15人 （R3） ― （　―　）

45人 （R3） ― （　―　）

180人 （R3） ― （　―　）

（　　　）

３．女性活躍推進法に基づく
　　推進計画策定時期
　　 （策定予定時期）

平成29年　3月　　（ 策定済 ・ 策定予定 ）※どちらかにマルをつけてください。 計画期間（予定）

４．地域の実情と課題

地域女性活躍推進交付金事業実施計画書（市町村分）

市町村名：滋賀県彦根市　　　　　　　　　　　　　　

１．事業名 女性つながりサポート事業

２．実施期間 令和　3年　10月　1日　～　令和　4年　3月　31日

（※地域の産業構造の特性、女性の就労状況、女性の就業率や管理職比率等の状況を踏まえた現状把握、分析による、現在の実情と
認識している課題について具体的に記載してください。これに対し、これまで取り組んできた内容についても記載してください。）⇒要件①
「地域性」

　本市における男女共同参画計画が令和3年度末で計画期間満了を迎えることから、次期計画策定に向け、令和元年度に実施した市民
意識調査によると、就労者の割合は全体の66.7％であり、性別でみると、男性は73.3％、女性は61.3％が就労していることがわかる。
　しかし、就労者のうち「非正規で働いている」人の性別割合をみると、男性11.2％に対し、女性は27.1％となっており、依然として、男性に
比べ不安定な経済状況に置かれている女性が多く、職種別では、サービス業に占める女性の割合が男性より高い状況であることがわか
る。
　また、現行の男女共同参画計画の成果指標である「25歳から44歳までの女性の就業率」をみると、平成28年度の75％より徐々に増加
し、平成30年度では約80％に達したが、新型コロナウィルス感染症が発生した令和元年度に減少に転じ、令和2年度はその水準を維持し
ている状況である。
　これまでの取組としては、平成14年4月1日から「男女共同参画を推進する彦根市条例」を施行し、条例に基づき、仕事と家庭の両立支
援や育児休業等の取得促進をしているなど、男女共同参画の推進に関する取組を積極的に行っている事業者を表彰し、広報ひこねや
市のホームページなどで公表してきた。また、公募により男女共同参画地域推進員を設置し、各自治会や事業所などで出前講座を開催
し、それぞれの実情に応じたきめ細かな啓発を行ってきた。
　また、平成30年度には、市内事業所において、働き方を見直し、ワーク・ライフ・バランスを推進することにより、女性活躍の推進を図るた
め、女性活躍推進フォーラムを実施した他、令和元年度には「イクボス・働き方改革セミナー」を実施し、働き方の見直しによる女性が働き
やすい職場づくりの推進を図ってきた。
　さらに、本市の男女共同参画を推進する拠点施設である彦根市男女共同参画センター「ウィズ」を指定管理者制度により管理運営し、
女性活躍、男女共同参画に即した多種多様な講座等を開催するとともに、女性、男性を問わず、心の悩み、夫婦・家族関係、職場の人間
関係（セクハラなど）、子どもに関することなど、様々な相談に応じる「ウィズ相談室」（総合相談）や臨床心理士による「こころの悩み相談」、
弁護士による「法律相談」といった専門相談を実施してきた。
　昨今のコロナ禍においては、感染拡大防止のため、営業自粛などの影響が大きいと考えられるサービス業に従事する非正規の女性、
および社会全体に占めるコロナ禍の影響に対する困難や不安、孤独を抱える女性に寄り添い、支援する体制が必要である。

５．事業の趣旨・目的

（※地域の実情と課題を踏まえ、複数の要因に優先順位をつけ、より本質的な課題の解決に向けどのような事業を実施しようとしているの
か分かるように記載してください。）⇒要件①「地域性」

　コロナ禍による経済的不安、健康不安、また生活全般に対する漠然とした不安や孤独を感じている女性に対し、思いを共有するコミュニ
ケーションの場を提供するとともに、それぞれの実情に即したきめ細やかな相談に対応する体制を充実させ、「一人にさせない」、「独りを
感じさせない」ことによって、コロナ禍を乗り越え、さらに今後に繋がっていく仲間づくりのきっかけとすることを目的に実施する。
　また、必要に応じて、貧困による生理用品の不足に対する援助をするとともに、適切な相談窓口へつなぐことで、女性の自立を図る。

②令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画期間
中）の重要業績評価指標（ＫＰＩ）（※ＫＰＩは目標達成へ
の事業進捗の測定指標）

（※必要に応じて具体的なＫＰＩを
記載してください。）
（※末尾にアウトカム又はアウトプッ
トの別を（　）書きで記載してくださ
い。）

③事業目標（全体） 累計相談者数　（アウトプット）

「コロナでつながる彦根女性サ
ポート支援事業」ホームページ閲
覧者数　（アウトカム）

累計サロン参加者数　（アウトプッ
ト）

④事業ＫＰＩ（全体）

（※必要に応じて具体的なＫＰＩを
記載してください。）
（※末尾にアウトカム又はアウトプッ
トの別を（　）書きで記載してくださ
い。）

６．事業目標・重要業績評価
指標（ＫＰＩ）　（全体）
（※女性活躍推進法に基づく
推進計画や男女共同参画計
画などの数値目標を活用しつ
つ、客観的な数値等による事
業目標・ＫＰＩを設定してくださ
い。）⇒要件②「見える化」
（※複数の目標・ＫＰＩを設定
する場合は、適宜、行を追加
してください。）

目標・ＫＰＩ 目標値（時点） 現状値（時点）

①令和７年度まで（第５次男女共同参画基本計画期間
中）の中長期目標

25歳から44歳までの女性の就業率
（アウトカム）



設置の有無 無
設置（公表）時
期

※連携体制が、
法に基づく協議
会の場合「○」
を選択

注）本様式はＡ４で3枚以内としてください。

７．事業内容

（※把握された課題解決、目標達成に向けて、地域特性を踏まえた事業設計（手法、対象者等）であることが分かるように記載してくださ
い。）⇒要件①「地域性」
（※事業全体の概要及び個別事業の事業名・概要を記載してください。個別事業は番号（丸数字）を付けてください。また、個別事業の具
体的内容は様式２－２－３に記載してください。）
（※複数事業間や他の主体の政策・事業との連携が具体的に分かるように記載してください。）⇒要件④「政策連携」
（※昨年度と同様の事業を実施する場合は、昨年度からの変更点等も記載してください。）

　彦根市男女共同参画センター「ウィズ」の指定管理者として、長年、男女共同参画社会の実現に向け、各種講座や研修を企画運営して
きた指定管理者「ウィズで集う会」へ下記事業を委託することで、その広い人脈や知見を活かし、コロナ禍において不安や困難を抱える女
性に寄り添った、きめ細やかな支援を行う。

①おしゃべりネットワークサロン
・男女共同参画センター「ウィズ」を利用し、気軽に話せる場を提供し、仲間づくりのきっかけとする。
・サロンの参加者には、必要に応じて、相談窓口の案内をするとともに生理用品を配布する。
・行政・各公民館・彦根公共職業安定所・彦根市社会福祉協議会と連携し、広く周知を図る。

②コロナ禍における女性の相談窓口
　コロナ禍における困難、不安などを抱える女性に対応するため、専門ダイヤルを開設するとともに、個別の面談相談窓口を設置する。
・貧困による生理用品不足などの面談相談者に対しては、必要に応じて、生理用品を配布する。
・相談窓口の案内のため、各公民館に相談窓口案内カードとともに生理用品を設置する。
・要相談者を相談窓口へ繋げるため、専用のホームページを作成し、幅広い周知・啓発など情報発信をする。
・行政・各公民館・彦根公共職業安定所・彦根市社会福祉協議会と連携し、広く周知を図る。

８．事業の実施により
　　期待される効果

　指定管理者制度により管理運営している彦根市男女共同参画センター「ウィズ」の指定管理者として、長年、男女共同参画社会の実現
に向け、各種講座や研修を企画運営してきた指定管理者「ウィズで集う会」においてその広い人脈や知見を活かし、コロナ禍における女
性に寄り添った支援をすることで、女性の抱える不安や困難、孤独を解消する手段となり、今後に繋がっていく仲間づくりのきっかけとし、
アフターコロナにおける女性の自立や生き生きとした生き方の支援につながる。

９．事業効果の検証及び
　　今後の課題の整理方法

相談者数やサロンの参加者数、およびサロン参加者へのアンケートを実施することによって、事業の効果を検証する。

10．事業の実施体制
⇒要件③「官民連携・地域連
携」

連携体制の名称

女性活躍推進法に基づく協議会の設置状況

構成団体

（※連携団体を全て記載してください。）

・「ウィズで集う会」（彦根市男女共同参画センター「ウィズ」指定管理者）
・社会福祉法人　彦根市社会福祉協議会
・彦根公共職業安定所
・行政（女性活躍推進室・福祉センター）

各構成団体の主な連
携内容

（※各連携団体の主な参画内容を記載してください。）

・「ウィズで集う会」・・・
　事業委託先任意団体。指定管理者制度により管理運営している彦根市男女共同参画センター「ウィズ」の指定
管理者として、長年、本市の男女共同参画事業に寄与しており、その専門的知見や経験、ノウハウを本事業に活
かし、周知、広報について連携し、協力してコロナ禍における女性の支援を図る。また、本市の各公民館とも連
携、協力し、広く地域に周知、広報を図る。
・社会福祉法人　彦根市社会福祉協議会・・・事業広報
・彦根公共職業安定所・・・事業広報
・・行政（女性活躍推進室・福祉センター）・・・事業広報および適切な支援事業との連携

１３．事業実施及び連携工程 様式２－２－１に記載⇒要件④「政策連携」

１４．経費の内訳 様式２－２－２に記載

他の地方公共団体と
の連携

（※他の市町村や都道府県との連携について、連携団体及び具体的な連携方法を記載してください。連携が困
難な場合は、その理由を記載してください。）

県や他市町と連携し広報する。

11．女性活躍推進法に基づく
国の「女性活躍推進に向けた
公共調達及び補助金の活用
に関する取組指針」に準じた
公共調達における取組

① 実施済　　② 令和　　年　　月から実施予定　　③ 検討中　　④ 実施予定なし
※ いずれかにマルをつけてください。

①、②の場合、取組内容
（※国の取組指針に準じて、総合評価落札方式や企画競争方式による調達において、ワーク・ライフ・バランス等推進企業（えるぼし認定
企業等）を加点評価する取組等について記載してください。）

12．担当者名及び連絡先 彦根市企画振興部企画課女性活躍推進室 電話：0749-30-6101
e-mail：
danjo@ma.city.hikone.shiga.jp


